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13.1%
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11.4%

301人以上

3.8%

1千万円以下

33.2%

1千万円超～

5千万円以下

42.9%

5千万円超～

1億円以下

11.1%

1億円超～

3億円以下

3.5%

3億円超

9.3%

建設業

22.8%

製造業

13.1%

卸売業

13.4%小売業

10.0%
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6月 7月 8月～10月

全産業

建設

製造

卸売

小売

サービスその他

▲ 17.9 ▲ 10.3 ▲ 14.4

▲ 8.0 ▲ 16.7 ▲ 16.7

▲ 25.0 13.2 0.0

▲ 13.8 ▲ 20.5 ▲ 23.1

▲ 30.8 ▲ 27.6 ▲ 31.0

▲ 17.7 ▲ 6.8 ▲ 10.2

札幌商工会議所 定期景気調査結果（2026年7月） 2026年8月10日（月）調査概要

１．調査期間 2026年7月8日(水)～2026年7月23日(木)
２．調査対象 札幌商工会議所定期景気調査 登録企業764社
３．回答状況 293社（回答率38％）
４．調査項目 ①7月の業況と先行き見通し

②物流の効率化および取引適正化に関する取組状況・課題
③高齢者雇用の状況

５．回答企業属性

【業 種】 【資本金】 【従業員】

全産業合計の業況ＤＩは▲10.3と、前月から7.6ポイント回復。先行き見通しＤＩは▲14.4と悪化の見込み。

▽業況ＤＩの推移（2025年7月以降）

業況ＤＩ＝
好転ー悪化 ×１００

（好転＋不変＋悪化）

【例】※ＤＩ値について…ゼロを基準として、プラスの値で景気の上向き傾向を表す回答の割合が多いことを示し、
マイナスの値で景気の下向き傾向を表す回答の割合が多いことを示す。

※先行き見通しＤＩ＝当月(7月)と比べた、向こう３ヶ月(8月～10月)の先行き見通し

①7月の業況と先行き見通し

※●2026年7月(今月)ＤＩ ◆先行きＤＩ

卸売業

小売業

サービス
その他

全産業

建設業

製造業

（参考）全国の調査結果についてはこちらをご参照ください

商工会議所LOBO調査 結果
https://cci-lobo.jcci.or.jp/

↑好転

↓悪化

https://cci-lobo.jcci.or.jp/
https://cci-lobo.jcci.or.jp/
https://cci-lobo.jcci.or.jp/
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採算ＤＩは▲10.6と前月から2.2ポイント好転。
先行きＤＩは▲14.0と悪化の見込み。

資金繰りＤＩは▲4.8と前月から1.8ポイント悪化。
先行きＤＩは▲3.1と好転の見込み。

従業員ＤＩは24.3と前月から1.7ポイント増加。
先行きＤＩは26.4と人出不足感が若干強まる見込み。

販売単価ＤＩは36.0と前月から6.1ポイント好転。
先行きＤＩは30.8と悪化の見込み。

1）売上ＤＩと先行き見通し ▽売上ＤＩの推移（2025年7月以降）

3）仕入単価ＤＩと先行き見通し ▽仕入単価ＤＩの推移（2025年7月以降）

5）従業員ＤＩと先行き見通し ▽従業員ＤＩの推移（2025年7月以降）

2）採算（経常利益）ＤＩと先行き見通し ▽採算ＤＩの推移（2025年7月以降）

4）販売単価ＤＩと先行き見通し ▽販売単価ＤＩの推移（2025年7月以降）

6）資金繰りＤＩと先行き見通し ▽資金繰りＤＩの推移（2025年7月以降）

（参考）7月の景況感について ※●7月ＤＩ ◆先行きＤＩ

売上ＤＩは0.0と前月から1.3ポイント改善。
先行きＤＩは▲1.7と悪化の見込み。

仕入単価ＤＩは▲62.7と前月から2.4ポイント悪化。
先行きＤＩは▲57.5と仕入価格の上昇を訴える傾向が弱まる見込み。
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28.0% 5.7% 14.3% 8.6% 43.4%

➢ 物流効率化について、「取組を開始」（28.0%）、「取り組む予定」（5.7%）と、33.7％の企業が前向きに対応している。【図１】

➢ 取組内容は、「物流コストの適切な価格転嫁の実施」が47.5％と最多。また、本年４月に一部荷主に対し設置が義務化された「物流統括責任者の選
定・配置」（30.5％）が2025年7月調査から11.3ポイント増加しており、中小企業でも設置に向けた動きがみられる。【図２】

➢ 物流コスト増加分の価格転嫁実施率は48.9%と前回調査から増加したものの、原材料価格等増加分（64.9%）と比べると低い水準となった。【図３】

➢ 来年４月からの物流特殊指定改正に伴い必要となる契約内容の共有状況について、発荷主側では「着荷主への直接的な契約内容の周知・共有が十分に
進んでいない」企業が30.2％、着荷主側では「契約内容を認知・共有できていない」企業が67.6％、物流事業者では「発・着荷主間での契約内容の
共有状況について認知していない」企業が36.4％となった。【図４、図５、図６】

②物流の効率化および取引適正化に関する取組状況・課題

2026年
4月調査

図４【「発荷主」から「着荷主」への運送契約内容の共有状況】図１【物流効率化の取組状況】

■取組を開始 ■取り組む予定
■取り組む必要があるが、取り組めていない
■取り組む必要があるが、何をすればいいのか分からない
■取り組む必要がない

図２【物流効率化の取組内容】 （上位3位）

47.5%

44.1%

30.5%

53.8%

44.2%

19.2%
■今回調査
■前回調査（2025年7月）

物流コスト増加分
（合計）

転嫁できている 転嫁できていない

原材料費等
増加分

転嫁できている 37.9%
（32.7％）

27.0%
（26.8%）

64.9%
（59.5%）

転嫁できていない 10.9%
（11.3%）

24.1%
（29.2%）

35.1%
（40.5%）

（合計） 48.9%
（44.0%）

51.1%
（56.0%）

100.0%

33.7％ 22.9％

物流コストの適切な
価格転嫁の実施

発注頻度の見直しやリードタイム
延長による配送回数の削減

物流に関する統括的な
責任者の選定・配置

図３【物流コスト増加分の価格転嫁状況】

44.4% 25.4% 4.8% 25.4%

■着荷主へ契約内容を通知・共有
■物流事業者を通じて、着荷主へ契約内容を共有
■物流事業者に契約内容を着荷主に共有するよう指示しているが、実態は把握していない
■着荷主に契約内容を共有していない

■発荷主から契約内容が通知され、現場にも共有
■物流事業者を通じて、現場で契約内容が共有
■発荷主から契約内容が通知されているが、現場には十分共有できていない
■発荷主・物流事業者から契約内容の共有はなく、従来の商習慣に従っている

28.4%

4.1%

23.0% 44.6%

■概ね発・着荷主間で契約内容が共有されている（共有されている取引は７割以上）
■一部の取引で発・着荷主間の契約内容の共有がされていない（同５割以上７割未満）
■発荷主の指示を受け、着荷主の現場で契約内容を共有している
■ほとんどの契約で、発・着荷主間の契約内容の共有がされていない（同５割未満）
■発・着荷主の間で契約内容が共有されているか分からない

36.4% 13.6% 13.6% 9.1% 27.3%

図５【「着荷主」における運送契約内容の認識状況】

図６【「物流事業者」の認識状況(発・着荷主間の運送契約内容の共有)】

30.2％

67.6％

36.4％

※（）内は2025年7月調査

※コスト上昇分の概ね４割以上価格転嫁できている場合に「転嫁できている」としている



（参考）会員の声

③高齢者雇用の状況

2026年
4月調査

図４【高齢者雇用を推進するにあたり、札商に求める支援や事業】（上位5位）図１【全従業員に占める
高齢者（60歳以上）】

図５【高齢者の新規採用において、「このような経験や能力があれば
採用したい」という条件】 （上位5位）

➢ 全従業員に占める高齢者（60歳以上）の割合は、 「30％以上」 が17.2％だった一方、「10％未満」が最多の27.0％となった。【図１】

➢ 高齢者の新規採用は、「積極的に行っている」が4.2％、「必要に応じて行っている」が41.7％で、約半数の企業が実施している。【図２】

➢ 採用ルートは、「自社再雇用」が71.1％と最多。「ハローワーク」「民間の求人媒体」「知り合いの紹介」が続く結果となった。【図３】

➢ 高齢者雇用を推進するにあたり、求める支援や事業は、「高齢者雇用に関する助成金や補助金の情報提供・申請支援」が62.6％で最多。【図４】

➢ 高齢者の新規採用で希望する条件は、「業務に必要な専門的資格・免許」「業務を遂行できる体力や健康状態」が約半数の企業に選ばれた。【図５】

➢ 定期的に見積りコンペが実施され、価格競争の影響もあり、物流コストを含めた価格転嫁が十分にできていない。  …【土木工事業】

➢ 物価上昇のペースが速すぎて、期中に価格交渉を数回行わなければならず、荷主の理解を得づらい。 …【運輸サービス業】

➢ 高齢者採用は、関連会社からの転籍受入が中心。専門知識や若手への技術伝承など、多面的な貢献を重視して配置。 …【電気通信事業】

➢ 原油由来の製品については各メーカーからの出荷制限が緩和されつつある。他方、再値上げの案内がきている。 …【梱包資材等卸売業】

■30％以上
■20％〜30％未満
■10％〜20％未満
■10％未満
■0％（現在雇用していない）

17.2
%

15.4%

24.9%

27.0%

15.4% 4.2%

41.7%
54.1%

■積極的に行っている
■必要に応じて行っている
■行っていない

図３【高齢者の採用ルート】 （上位5位）

自社再雇用

ハローワーク

民間の求人媒体
（求人サイト、情報誌など）

知り合いの紹介

シルバー人材センター

62.6%

26.5%

19.4%

18.1%

12.9%

46.3%

45.8%

35.4%

25.8%

24.6%

業務に必要な専門的資格・免許

業務を遂行できる体力や健康状態

特定職種での長年の実務経験や専門知識

若手社員への技術伝承や指導・育成スキル

業界内の幅広い人脈や独自のネットワーク

高齢者雇用に関する助成金や補助金の情報提供・申請支援

ハローワークやポリテクセンター等との連携強化

他社の成功事例（役割明確化の工夫など）の共有・セミナー開催

高齢者と企業の合同企業説明会・マッチングイベントの開催

高齢者向けのリスキリング・ITスキル研修の実施

71.1%

29.9%

27.0%

25.0%

4.9%

図２【新規での高齢者採用】

行っている

45.9％
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     （ 好 転 ー 悪 化 ） × １ ０ ０  （ 好 転 ＋ 不 変 ＋ 悪 化 ）

